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催が義務づけられているこ である。この開発フォーラムによ 利害関係者間の交渉過程 制度化が資源開発の推進に寄与した 多くの論者がみている。　
開発フォーラムは、大臣によっ
て主宰され、開発事業者、プロジェクトによって影響を受け 土地の慣習的土地所有 、その所在地の州政府・地方政府の代表が参加する。開発フォーラムにおいては、開発事業者 事業計画の検討も行われるが、むしろそこでの焦点は利害関係者間で開発利益をいかに分配するか、にある。フォーラムでの合意内容は「開発協定」として、国と州政府・地方政府、あるいは土地所有者との間で締結され、当事者を拘束する。これ 国と事業者との間で資源開発の条件等を定める資源開発協定 は別の協定である。　
開発フォーラムは、エンガ州ポ
ルゲラ金鉱山の開発交渉のため一九八八年に政府が設けた が最初で、その後、九二年に鉱業法、九八年にオイ ・ガス法で法制化さ
れた。それまでの鉱山開発では開発交渉に非常に時間がかかったほか、より「好戦的」と考えられる高地にあるポルゲラ鉱山について、交渉を推進する めの枠組みを整備することが必要と考えら た。また、同時期に起きたブー ンヴィル危機も土地所有者の参加を促した。ブーゲンヴィル島のパングナ鉱山（金、銅を生産）は独立前に開発が始まっ が、開発利益をめぐる対立に民族対立が加わり、内戦状態へと陥り、九一年に操業を停止した。和平成立を経て 二〇〇五年にブーゲンヴィル自治地域政府が発足 が、その後も武装勢力による占拠が続きパングナ鉱山は再開していない。　
開発フォーラムのもうひとつの




鉱、採鉱または採鉱に付随する諸活動のために行う採掘権の対象たる土地への立入 占有 ついて、かかる活動から土地保有者が被る、または被ることが予見されるすべ の損失または損害について補償を支払う義務を負う、とされる。対象となる具体的な項目して、土地の表面の占有の喪失、通行権・地役権の喪失・制限、農地につい 所得の損失、農業活動の混乱、社会的混乱等があ （一五四条） 。　
パプアニューギニアでは地下の
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